


















































































































































































































































































































































































































































? MFA（Multi Fiber Agreements）多国間繊維協定
? 本節の記述は，注⑴と同じ資料を参考にした。
? BIG３：米国の自動車メーカー３社をさす。GM，フォード，クライスラー
? カルテル効果については，『ゼミナール国際経済入門』（1996）を参照（p.370）
? ここで，価格値上げと利益の関係をコスト上昇時とそうでない場合とに分けて，整理しておきたい。
まず，通常のケースであるが，価格を上げれば，売れ行きは鈍る。利益も減る。いわゆる減収減益であ
る。企業は，価格引き上げを行う場合は，理由はほとんどの場合，コストの上昇である。例えばコスト80
万円単価100万円の自動車を100台売っていたとする。ここで，コストが20万円上がったとしても120万円に
価格を上げるのははばかられるので，10万円だけ価格を上げるとする。その影響で，かりに売り上げが鈍
り95台になったとすると，利益は，20×100台マイナス10×95台＝2000万マイナス950万＝1050万円の減益
となる。
しかし，コスト上昇を伴わない価格引き上げの場合，必ずしも減収（売り上げの低下）が減益につなが
るとは限らない。単価10万円の価格引き上げで１台あたりの利益は30万円となるので，利益は，30×95台
マイナス20×100万円＝850万円の増収となる。もちろん常にこうなるとは限らないが，コストが不変の場
合の価格引き上げは増益になる可能性が高く，さらに，増収になることもあり得る。
このように見ていくと，トヨタの採った戦略は，経済学的にも必ずしもマイナスになるとは限らないと
いうことがわかる。
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